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1 .はじめに
本稿の目的は，地方公共サービスの生産効率を推計し，その特性と決定要因
を明らかにすることである。
これまでの地方公共サービスの生産構造や費用特性に関する実証分析は，各
サービスの生産関数ないしは費用関数を推定し，その生産における規模の経済
性あるいは範囲の経済性の有無を検証し，地域間統合の可能性を検討するとい
うものであった。これらの研究は，供給主体（地方公共団体）があるサービス
を生産するにあたって，その生産に必要な投入要素を費用が最小になるような
組み合わせで投入し，そして生産量の変化に応じて伸縮的にその要素投入を調
整できる，ということを前提にしている。この仮定のもとでは，過剰投入は見
られず，その生産はつねに効率的に行われていることになる。
しかしながら，いくつかの理由によって，このような最適な要素投入を達成
することは困難になると考えられる。まず，第1に，ある要素投入量の調整が
硬直的であれば，生産物の需要量が減少した場合にその投入要素は最適水準よ
り過大になるであろっ。たとえば，資本ストックのよ 7な生産要素は，生産量
の変化に対して伸縮的に調整できないために，遊休設備が発生するであろう。
第2に，制度的要因によってある生産要素の投入量が制約きれている場合，や
はり過剰投入の可能性がある。第3の要因として，投入量の調整に伴う転換コ
ストの問題が考えられる。もし生産要素が最適水準よりも過剰に投入されてい
る場合，その過剰分を他のサービス供給に利用したいとしても，その転換に伴
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う費用が大きければこの再利用の誘因は減少するであろう。また，この問題は
地方公共団体の財政的自由度（富裕度）にも関連している。すなわち，投入要
素の調整に伴う転換コストを負担できるかどうかは各地方団体の財政力に依存
しているということである。
以上のような要因による生産要素の過剰投入は，生産要素の最適投入水準か
らのかい離を意味し，生産の非効率の原因となる。この過剰投入による生産の
非効率性を実証的に検証しようとする試みとして，生産フロンティアによる分
析がある。生産フロンティアとは，ある財・サービスの生産における投入・産
出関係を表す集合であり，生産関数はその集合の境界として定義することがで
きる。また，この生産関数から等産出量曲線が導かれる。等産出量曲線とは，
ある産出水準のもとで，最小の投入量の組み合わせの集合であり，生産の非効
率は，この等産出量曲線と実際の投入との差によって定義される。
ところで，公共サービスの生産効率について，これまでいくつかの生産フロ
ンティアを用いた分析が試みられている：） Nyman and Bricker (1989）は営利
団体と非営利団体による療養院の生産効率を比較し，利潤誘因と生産効率の関
係を明らかにした。また，地方道路サービスの規模とその生産効率の聞に比例
的な関係にあるということが， Deller(1992）によって実証的に検証された。
Grosskopf and Yaisawarng (1990）は，生産の非効率を考慮したうえで，警
察と消防サービスについて範囲の経済性が存在することを示した。このように，
生産フロンティアに基づく研究は，公共サービスの生産特性に関する分析に新
たな視点を提供している。そこで本稿では，具体的に小学校サービスと保育サ
ービスを取り上げて，この生産フロンティア分析を用いて，これら地方公共サ
ービスの生産の効率性を具体的に推計しその特徴を示す。そしてこの推計結果
と先に述べた生産非効率の諸要因との関係を実証的に検証したい。
そのために，以下の順序で分析を進めたい。まず，第2節では，分析の基礎
となる生産の非効率性を説明し，その非効率の程度を表す指標を定義する。そ
の後，生産フロンティアの推定に用いる Greene(1980）の修正最小自乗法
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(COLS; corrected ordinary least method）を簡単に紹介する。第3節では，
兵庫県下の市町村データを用いて，資本ストックと労働の2要素からなる生産
関数の各パラメータの推定を行い，それらに基づいて非効率性指標を導出する。
第4節では，前節で与えられた非効率性指標と産出量の規模の関係を示し，さ
らに生産効率への需要要因及び、財政要因の効果を検討する。最後に分析のまと
めと若干の政策的含意を示してむすびにかえる。
2 .分析の枠組み
いま，あるサービスの生産量を y，その生産要素ベクトルを x，生産関数を
斤勾で表すことにしよう。ここで斤ゅは単調増加，強準凹，かつ正則条件を満た
すと仮定する。この生産技術のもとでの必要投入集合(inputrequirement set) 
は，竹y)={xlf(x）孟y｝で定義される。ここである投入－産出関係（yo, .tQ）があ
るとすると，もし／（為）=yoであれば，その投入ー産出関係は技術的に効率的で
あるといい，反対に／（均）>Yoであれば，それは技術的に非効率であるという。
ここで“技術的”という用語の意味は，後述する生産要素の配分上の非効率と
区分するためにつけられている。
きて，／（為）>yoであれば，正則条件からf(x*) =yoとなるようなfく為が
存在する。このとき任意の正の要素価格ベクトルωのもとで， w-XQ>wx＊ とな
り， wx*/w-XQくIが成立している。これを利用して M=l-wx*/w.ゐで示される
指標を定義する。この指標は， x＊＝拘でない限り， l>M>Oの数値をとり，M
は技術的非効率が増加すると Iに近づき，効率的になるとゼロに近づくという
性質を持っている。この指標のもつ一つの特徴は，もしこの技術的非効率がな
い場合に実際の費用がどの程度削減可能で、あるかを示しているということであ
る。以下ではこの指標を生産の非効率性指標と呼ぶことにする。
ここまでの展開を 2投入要素の例で図示したものが［図2-1］である。図では
横軸に第l要素投入量，縦軸に第2要素投入量をそれぞれ測っている。 Hで示き
れている曲線は，産出量yに対応する等産出曲線である。いま，産出量ytこ対し
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て点Aの組み合わせで投入され
ているとする。このとき点Aは等
産出曲線から離れているから，効
率的ではない。また，投入比率を
変えずにたとえば点Bが選択で
きれば点Aよりも効率的であり，
技術的非効率の大きさは点Aと
点Bの差で表される。したがって
先に示した非効率性指標は AB/
OAであるから，この指標が技術
的非効率の大きさにうまく対応し
ていることカfわかる。
ここで留意すべき点は，点Bが
X2 
。
［図 2ー 1J生産効率性指標の図解
I 
X1 
等産出曲線上にあっても，必ずしも費用を最小にする解ではないということで
ある。たとえば点Cが費用を最小にする解であるとすると，点Bと点 Cの費
用の差は EDで表される。この差は技術的非効率と区別するために配分非効率
と呼ばれている。ただし，配分非効率を測定するためには，要素価格について
の情報が必要で、ある。残念ながら公共サービスに利用される要素価格，特に資
本ストック，を正確に知ることは困難で、あり，以下では技術的非効率だけを取
り上げることにする。
最後に，上述の非効率性指標を導くための生産関数の推定方法について簡単
に説明して，この節を閉じたい。生産関数を推定する場合，平均的関数として
推定するには従来の方法で対応できるが，この方法では，非効率性指標を計算
することの意味がない。すなわち，この指標は生産関数からのかい離から計算
されるから，生産フロンティアの境界を推定する必要がある。しかし，平均的
関数の推定ではある産出量の残差が正となる可能性がある。すなわち，これは
生産関数よりも効率的な生産が可能で、あるといつことであり，明らかに矛盾し
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ており定義に反する。
この問題を解消する推定方法として，線形計画法，最尤法および修正最小自
乗法（COLS）がある？）まず線形計画法による推定は，観察データから最大産出
量の包絡線を計算し，それからのかい離によって効率性指標を求めるという方
法である。最尤法は，撹乱項を通常の項と生産非効率に対応する項の二つに分
けて推定するという方法である。線形計画法（LP）はこの問題の接近として以
前から用いられている手法であるが，制約的な仮定をいくつか置かなければな
らないという欠点がある。最尤法（MLE）もよく知られている推定方法であり，
生産非効率を統計的に検定することができる。ただし，個別データの生産効率
をしめすことが困難なことと，その計算量が多いという問題を持っている。最
後に修正最小自乗法（COLS）は，定数項以外のパラメータを通常の OLSで推
定し，その後でOLS残差が少なくとも一つがゼロでその他のものが負になる
まで定数項を修正するという方法である。この COLSは， MLEに近い結果を引
き出すということが知られている。また， Greene(1980）によって， COLSによ
るパラメータ推定量が一致推定量である， ということが証明きれている。さら
に， COLSは， MLEよりも計算量がかなり少ないという利点を持つ。
本稿では，以上の各推定方法を比較した結果， COLSを採用することにした。
次節では，具体的な関数型を特定化し，その推定を行うことにする。
3 .生産関数と非効率性指標の推定
本節で、は兵庫県の91市町における小学校サービスと保育所サービスの生産効
率性を， 1980, 1985, 1990の各年度について前節で述べた方法にしたがって推
定する。若年・幼児人口の全体的な減少のなかで，地方公共団体におけるこれ
ら主要なサービスの供給構造がどのように調整きれているかを検証することは
興味ある問題であろう。
推定に必要な資料は，兵庫県地方課編『市町財政及び公共施設の状況（普通
会計編）』の昭和55年， 60年，平成2年版による各市町の決算数値を利用した。
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このうち，最終的に利用した市町のデータの数は，小学校サービスでは各年，
県下91市町であり，保育所サービスでは市町立の保育所を有する市町（1980,
1985年度は76市町， 1990年度は75市町）であった。
まず，非効率性指標の推定を行うために，前節で述べた修正最小自乗法
(COLS）によって生産関数の推定を行う。 COLSによる生産関数の推定は，最
初に，最小自乗法によって定数項以外のパラメータの値を推定し，その後に定
数項を修正するという手順で行われる。本論では，小学校サービス，保育所サ
ービスはともに資本と労働の2投入要素によって生産されると考える。小学校
サービスについては，産出量（Y）として小学校児童数，資本（K）の代理変
数として校舎面積，および労働投入（L）として小学校教職員数をとる。保育所
サービスについては，産出量として入所者数，資本の代理変数として収容定員，
および労働投入として職員数をとる。まず最初に，以下のようなトランス・ロ
グ型の生産関数を想定した。
(3 .1) lnYi＝α。＋α1lnKi＋αzlηLi+0.5α11(lnK)2
+0.5α22 (lnLi) 2＋α12 (lnK) (lnLi) + μ i 
ここで防（壬0）は非正の片側分布にしたがう撹乱項である。これを上記の各年
度について，前記の資料より得たクロス・セクションデータを用いて推定した。
しかしながら，両サービスにおいて， 2次の項にかかる係数がゼロであるとい
う帰無仮説を棄却することができず，これらを除いた以下の形の生産関数によ
って推定を行った。
(3.2) ln Vi＝α。＋αllnKi＋α2lnLi+μi
［表3-1]' ［表3-2］は， 1980,1985, 1990年の各年度における OLSによる平
均生産関数の推定と，それに基づいた COLSによる生産関数の推定結果である
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［表 3- 1 J生産関数の推定結果（小学校サービス）
1980 1985 1990 
OLS COLS OLS COLS OLS COLS 
定数項 0.2286 0.8007 -1.2395 -0.6936 -3.0912 -2.4494 
(0.247) (1.883) (4.696) 
lnK 0.3496 0.6492 1.0134 
(1. 859) (3.506) (7. 544) 
lnL 0.8288 0.5094 0.1232 
(4.40g) (2.685) (0.822) 
RSS 5.8743 4.9089 4.4305 
R2 0.961 0.966 0.969 
自由度 88 88 88 
［表 3-2 J生産関数の推定結果（保育所サービス）
1980 1985 1990 
OLS COLS OLS COLS OLS COLS 
定数項 0.1753 0.5549 0.4589 0.7538 0.4802 0.8412 
(0.831) (2. 969) (2.953) 
lnK 0.8480 0.7048 0.6912 
(10.096) (11.396) (10.308) 
lnL 0.1520 0.2952 0.3088 
RSS 4.4032 2.9018 3.2401 
r 0.981 0.987 0.983 
自由度 74 74 73 
(ln Y-lnL) ＝α。＋α1(lnK-lnL）の集約形による推定結果。 rは相関係数．）
（以下の表においてカッコ内は t値を表す）。
推定にあたって生産関数の 1次同次性についてのF検定を行った結果，小学
校サービスについては， 1次同次であるという帰無仮説は棄却され， したがっ
て，生産技術は規模に関して収穫逓増の構造をもっと言える。他方，保育所サ
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ービスについては，帰無仮説を棄却できず， α1＋α2=1の制約をおき推定した。
これらの結果から，小学校サービスでは1980年度から1985年度， 1990年度と
経るにしたがって資本の係数が上昇し，労働のそれは低下していることがわか
る。これは一学級当りの児童数の変化などの制度的な要因を反映していると考
えられる。また，保育所サービスの場合には資本と労働の係数は，小学校サー
ビスとは逆に，前者は低下し後者は上昇していることが認められる。これより，
保育所サービスでは全体として，労働投入を削減する方向に調整がなされつつ
あることが想像きれる。
次に，上のようにして推定した生産関数より，前節の議論にしたがって各地
方団体の非効率性指標を測定する。前節の定義によれば，この指標は，ある産
出量水準にたいして観察きれる要素投入量と，これらをすべて比例的に変化さ
せて得られる等産出量曲線上の要素投入量を比較したときの過剰投入の程度を
表す尺度であり，以下の形で表すことができる：）
(3.3) M=l-wx*/w:xo=l－λω為／w:xo
=1－λ 
ここでλはλ均＝x＊ となる関係を満たすスカラーであり，過剰投入の程度を
表す。 2入要素の場合にλは以下のようにして求められる。第 i地方団体におけ
る生産と投入の関係を示すデータ・セット ｛Yi,K, Li｝が観察されたとする。
このとき，（3.2）式で表されるような技術のもとでデータ・セットの要素投入比
率を変えずに Yiを生産することのできる等産出量曲線上の要素投入量を
Ki*, L／とし，逆に KiとL；を投入して得られる等産出量曲線上の生産量を
Y；＊ とする。生産関数にこれらの関係を代入すれば，
(3.4) lnY；＝α。＋α1ln（λ;K;) ＋α2ln （λ；Li) 
= lnY;*+ （α1＋α2) lnλt 
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となる。ここでA;=(K;* I K;) = (L(* IL；） であり，上の式をんについて解くと，
(3.5） λiニ （YJ】ケ） 1/(a，＋偽）
となり，第i地方団体の非効率性指標 （Mi）はこのわを推計することにより
(3.6) M;= 1－λt 
と表すことができる。
以上のような手順にしたがって非効率性指標を測定した結果をまとめたもの
が［表3-3]' ［表3-5］である。ここでは以下の議論の見通しを良くするために，
個々の地方団体を産出規模にしたがって下位から順に 5グループに分けて各グ
ループ毎の平均非効率性指標を提示している。グループ分けのもとになった産
出規模に関する統計は［表3-4]' ［表3-6］にまとめられている。また［表3-3],
［表3-5］の関係を図示したものが，［図 3-1]' ［図 3-2］である。
これらの結果より，以下のことがわかる。小学校サービスでは，第 1に，各
年度に共通して第 1グループの非効率性指標が最も高い（過剰投入が存在す
る）。第2に，最も非効率性指標が低いのは第4グループである。第3に，異時
［表 3-3 Jグループ別の平均非効率性指標（小学校サービス）
1980 1985 1990 
Gl 0.428 0.436 0.491 
G2 0.393 0.379 0.449 
G3 0.377 0.350 0.381 
G4 0.313 0.293 0.367 
G5 0.338 0.352 0.410 
TOTAL 0.370 0.363 0.420 
変動係数 0.358 0.344 0.277 
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［表 3-4 J児童数の基礎統計とグループ別規模（小学校サービス）
平均値
最大値
最 1h，値
変動係数
総児童数
1980 
5,842 
133,078 
246 
2.810 
532 
グループ5.JI平均児童数（単位：人）
Gl 471 
G2 
G3 
G4 
G5 
769 
1,246 
2,521 
24,501 
1985 
5,099 
116 '087 
212 
2.766 
464 
431 
733 
1,175 
2,373 
21,041 
1990 
4,379 （人）
102,891 （人）
201 （人）
2.791 
399 （千人）
392 
650 
1,080 
2,058 
17,938 
［図 3ー 1J産出規模グループ。別の非効率性指標（小学校サービス）
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点聞の非効率性指標の直接的な比較は，生産関数の形状が各年度で異なるため
不可能で、あるが，その変動係数は， 1990年が最も小さくなっており，地方団体
間でのばらつきは年度を経るにしたがって縮小していると言える。また，総じ
て各年度の非効率性指標と規模に関する関係はほぼ共通しているといってよ
く，第4グループを底とする V字型の関係が存在すると思われる。
［表 3-5 Jグループ別の平均非効率性指標（保育所サービス）
1980 1985 1990 
Gl 0.371 0.322 0.314 
G2 0.292 0.224 0.268 
G3 0.269 0.232 0.264 
G4 0.298 0.195 0.297 
G5 0.262 0.235 0.302 
TOTAL 0.293 0.237 0.289 
変動係数 0.444 0.534 0.464 
［表 3-6 J入所者数の基礎統計とグループ別規模（保育所サービス）
1980 1985 1990 
平均値 497 452 421 （人）
最大値 7,843 7,435 6,994 （人）
最小値 5 10 8 （人）
変動係数 2.084 2.147 2.170 
総児童数 37,259 33,947 31,564 （千人）
グループ別平均児童数（単位人）
Gl 56 53 55 
G2 136 122 116 
G3 206 181 173 
G4 370 331 296 
G5 1, 712 1,574 1,464 
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［図 3-2 J産出規模グループ。別の非効率性指標（保育所サービス）
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保育所サービスでは，第 1に，各年度とも最も非効率性指標が高い値を示し
ているのは第 1グループである。第2に，非効率性指標が最も低いのは， 1980
年度では第5グループであり， 1985年度では第4グループ， 1990年度では第3
グループとなり，比較的規模の大きな地方団体における非効率性指標の値が大
きくなりつつあることがわかる。第3に，非効率性指標の変動係数は， 1985年
度が最も高く， 1985年度から1990年度にかけてそのばらつきは縮小しているこ
とが推測される。
両サービスに共通して，産出規模が最も小さいグループにおいて非効率性指
標が最も高く，また， 1980年度の保育所サービスを除いて，産出規模と非効率
性指標との聞には，中位グループ。を底とする関係が認められる。また，そのグ
ループ間でのばらつきは，両サービスともに1985年度から1990年度にかけて縮
小している。
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4 .非効率性指標の構造とその要因分析
前節での非効率性指標の分析は，それが産出量規模に関して V字型，もしく
は中位グループを底とする関係をもっていることを示唆している。このことは，
生産効率とサービスの供給規模との聞に，一定の関係があることを意味してい
る。また，前節での変動係数の比較からは，地方団体聞の非効率性指標のばら
つきが1985年度から1990年度において縮小しつつあるように見えたが，この点
もさらに検討が必要で、ある。本節で、は最初に非効率性指標が持っている構造を
やや詳しく分析する。そして，生産の非効率の発生要因について第 1節での仮
説を検証する形で分析を進めたい。
まず，前節の観察結果を確認するために，産出規模と非効率性指標の関係に
ついて分析する。このために，非効率性指標を産出量の対数をとった 2次関数
で説明する次式を推定した。
(4.1) Mi二 β。＋βiUn Vi）＋β2 Un Vi) 2十εz
ここでιは撹乱項である。上式でβ1くO，β2>0であれば非効率性指標は産出
規模に関してU字型構造を持っていることになる。また， β2の値が大きい程，
異なる産出規模を持つ地方団体で、の生産効率の差異は大きい。
上式の推定結果は，［表4-1]' ［表4-2］にまとめられており，これを図示し
たものが［表4-1], ［表4-2］である。これを見れば，小学校サービス，保育所
サービスともに符号条件は満たされており，非効率性指標は産出規模に関して
U字型構造を持っていると言える。
小学校サービスについては， β2の値を各年度間で比較すると，その大きさは
年度を経るにしたがって小さくなっている。このことより，異なる産出規模を
もっ地方団体間で、の非効率’性指標の差異は縮小傾向にあることがわかる。また，
この指標が最小lこなる産出規模を計算すれば， 1980年度が5,764人， 1985年度が
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［表 4ー 1J産出規模と非効率性指標の推定結果（小学校サービス）
定数項
lnY 
(lnY)2 
RSS 
R2 
自由度
M 
0. 6 
0. 5 
0. s 
0. 45 
0. 4 
0. JS 
0. J 
1980 
1.8358 
(4.449) 
-0.3533 
(3.452) 
0.0204 
(3. 302) 
1.3866 
0.1346 
88 
1985 
1. 7278 
(4.454) 
一0.3349
(3.434) 
0.0197 
(3.302) 
1.2422 
0.1294 
88 
［図4-1 J産出規模と非効率性指標（小学校サービス）
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1 
1990 
1.6623 
(4.664) 
一0.3091
(3.393) 
0.0185 
(3.252) 
1.0764 
0.1284 
88 
lnY 
［表4-2 J産出規模と非効率性指標の推定結果（保育所サービス）
1980 1985 1990 
定数項 1.1550 1.0706 1.0180 
(8.042) (6.644) (5.619) 
lnY 一0.2838 -0.2846 一0.2675
(5.469) (4.838) (4.045) 
(ln Y) 2 0.0221 0.0231 0.0234 
(4. 734) (4.351) (3.910) 
RSS 0.8326 0.8801 1.0987 
R2 0.3528 0.2795 0.1861 
自由度 73 73 72 
［図4-2 J産出規模と非効率性指標（保育所サービス）
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4,915人， 1990年度が4,247人となり，概ね平均的産出規模をもっ地方団体におい
て非効率性指標は最も低くなっている。これより，産出規模と非効率性指標の
相対的関係は，各年度を通じて大きな変化が見られないと言えよう。
保育所サービスについてみれば， β2の値は，小学校サービスとは逆に年度を
経るにしたがって，異なる産出規模の地方団体間での非効率性指標の格差は拡
大しつつあると言える。また R2の値は次第に低下しており，同一規模をもっ地
方団体聞での非効率性指標のばらつきも拡大していると考えられる。この指標
が最小になる産出量は， 1980年度が615人， 1985年度が472人， 1990年度が303人
となり，これを各年度の平均産出規模（入所者数）と比較すれば，産出規模が
相対的に大きい地方団体で非効率が増加しつつあることがわかる。
次に，上述のような構造をもっ生産の技術的非効率がどの様な要因に依存し
て発生するかについて検討を加える。生産の技術的非効率は生産要素の過剰投
入という形で発生する。第 1節において，生産要素の過剰投入が生ずる要因と
して投入要素の硬直性とこれに起因する転換コストの存在を挙げた。生産要素
投入の変化はまず需要側の圧力（生産量の変化）によって要求されるであろう。
また，この需要要因に対して生産構造が柔軟に対応するためには転換コストを
賄うだけの財政的裏付け，もしくは政策の自由度が必要とされるであろう。即
ち，需要側の圧力にたいして投入調整がどの程度伸縮的に働くか，あるいは転
換コストを賄うことのできる財政力の有無によって生産の非効率が顕在化する
ということが考えられる。このような視点に立ち，効率性指標を決定する需要
側の要因として，小学校サービスでは各地方団体における学童人口比率を，ま
た保育所サービスでは幼児人口比率を採用した。また財政の伸縮性，或いは転
換コストを負担する能力を表す変数として財政力指数を用いて，以下の式を推
計した。
(4.2) Miニ γ。＋γ1(YJNJ＋γ21九＋εt
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上式でN，は地方団体の人口を表し， Y,/N，はそこでの学童人口比率（小学校
サービス），もしくは幼児人口比率（保育所サービス）である（単位：%）。そ
して民は財政力指数を表す。もし， YiくOであれば需要要因の変化にたいし
て十分な投入調整がなされず非効率が発生することを意味する。また， γ2くO
であれば，転換コストを負担できない財政力の低い地方団体でn高い非効率が発
生することが示される。したがって，第 1節の議論によれば，係数の符号は，
［表4-3 J非効率性指標の決定要因（小学校サービス）
1980 1985 1990 
定数項 0. 9107 0.9391 0.9098 
(1.230) (1. 066) (1. 063) 
Y/N -0.0567 -0.0620 一0.0549
(5. 948) (5.364) (4.830) 
F 0.0027 -0.0651 0.1200 
(0.045) (1.431) (3 .167) 
RSS 0.9969 0.9397 0.8952 
R2 0.378 0.341 0.275 
自由度 88 88 88 
［表4-4 J非効率性指標の決定要因（保育所サービス）
1980 1985 1990 
定数項 0.4255 0.3806 0.3994 
(8.692) (8.234) (7.866) 
Y/N -0.0480 -0.0712 -0.0601 
(3.397) (4. 929) (3.535) 
F 0.1059 0.0663 0.0506 
(1.578) (1.209) (0. 853) 
RSS 1.1106 0.8859 1.1238 
R2 0.137 0.275 0.168 
自由度 73 73 72 
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γ1くO，γ2<0であることが期待きれる。
［表4-3],［表4-4］はこの推定結果をまとめたものである。最初に［表4-3]
の小学校サービスにおける推計結果をみると，児童人口比率に関する係数は各
年度において有意で、あり，その符号は負である。また，その係数の大きさをみ
れば， 1985年度が高く， 1990年度が低い。財政要因に関する係数は， 1990年度
においてのみ有意であり，そのときの符号は負である。
これらの結果から以下のことが言える。第1に， γlくOから，投入調整が需
要圧力にたいして伸縮的に機能していないことがわかる。即ち，需要の増減にた
いして既存の投入構造を変化させることなしそれが減少した場合には過剰投入
に起因する非効率が発生し，増大の場合にはその過剰投入部分を稼働させるこ
とで対応していると考えられる。第2に， γ1の各年度における値の比較から，
1985年度が他年度に比べて需要要因に関して感応的であり， 1990年度のそれは相
対的に低いことがわかる。第3に，財政力指数の変動係数を算出すれば， 1980
年度が0.500,1985年度が0.499,1990年度が0.542であり， 1990年度における財政
力の地方団体間格差は1980年度， 1985年度と比較して拡大している。このこと
じ財政力に関する係数が1990年度においては有意で、ありその符号が負である
ということを考えれば，財政力格差の拡大しつつある中で，需要要因に起因し
た必要とされる転換コストを負担する能力に差異が生じ，それが非効率性指標
に反映されていると推論できる。
次に，［表4-4］で示されている保育所サービスの推計結果をみれば，各係数
とも期待される符号条件は満たされており，需要要因に関する係数は，各年度
とも有意で、あり，その係数の大きさは1985年度が最も高く，そのパターンは小
学校サービスと共通している。しかし，財政要因に関する係数は各年度ともに
有意で、なかった。そして各年度とも R2の大きさからみて推定式の説明力はあ
まり高くなく，何らかの他の要因が存在することが推測される。
保育所サービスの場合にも，小学校サービスとほぼ同様のことが言えるが，
保育所サービスは小学校サービスと異なり，民間部門によってその供給がなさ
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れる場合も多い。したがって，需要要因によって過剰投入は発生するが，その
調整過程において，公共部門，民間部門のどちらが転換コストを負担せねばな
らないかを考慮する必要がある。もしも公共部門が転換コストの負担を求めら
れるような構造であれば，財政要因は非効率性指標の決定要因となるが，民間
部門がこれを負担する場合には，財政要因は影響を与えないであろう。ここで
の分析結果は，後者の構造をもつことを示しているように，思われるが，この論
証のためには更に分析が必要で、ある。
以上，本節では非効率性指標の推定結果とその解釈について論じた。ここで
の分析の結果，非効率性指標は規模に関してU字型構造をもつことが明らかと
なった。また，その最低水準は小学校サービスではほぼ平均値付近にあり，保
育所サービスで、は相対的に大きな地方団体での非効率が高くなりつつあること
が認められる。そして，生産の技術的非効率の発生要因として，本論の冒頭で
述べたような需要要因の存在が両サービスにおいて確かめられた。加えて，専
ら公共部門が供給主体である小学校サービスでは，需要圧力に起因する転換コ
ストの存在が，財政力の地方団体間での格差が広がるなかで顕在化しつつある
ことカf明らかとなった。
5 .むすび
本稿の目的は，小学校教育サービスおよび保育サービスにおける生産の効率
性を検証し，その生産効率の特性とその決定要因を明らかにすることであった。
そして前節までの分析によって以下のことが示された。第1には，生産の非効
率の程度が地域間でかなり異なるということである。第2に，その非効率の大
きさは産出量に関してU字型の関係にあり，小学校サービスの場合，ほぽ産出
量の平均値で最も効率的に生産されているといえる。保育サービスの場合，時
間とともに効率的生産水準は減少していった。第3に，各サービスの生産効率
指標は，児童人口比率あるいは幼児人口比率で表きれる需要が増加するととも
に減少し，小学校サービスの場合，財政力指数の上昇によっても減少する，と
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いうことである。この結果は，はじめに指摘したように，生産要素の調整が需
要の変化に対して硬直的であるといつことと，財政的自由度が小さければ，投
入要素の調整に伴う転換コストの負担を回避し，したがって過剰投入の状態が
続しということを示唆している。さらに第4として，一般的に資本ストック
の調整速度は労働の調整よりも遅いと考えられるから，このような生産の非効
率がおもに資本ストックに起因している可能性がある。たとえば初期の資本ス
トックが最適水準にあったとしても，需要の減少にともなう過剰投入分が調整
きれずに残されたままになってしまう。設備維持のランニングコストを別にす
れば，この過剰資本の機会費用はかなりの規模にのぼるはずで、ある。しかし供
給主体がこの機会費用を認識していなければ，過剰資本は調整されずに存続し
つずけるであろう。
以上の結果から，いくつかの政策的含意が与えられる。まず，複数の供給主体
が統合されたとしても，それだけで生産の効率性が改善きれないことに留意す
べきである。なぜならば，地域の統合によって需要が増加し，財政力が上昇す
るとはかぎらないからである。また過剰な投入が調整されないかぎり，規模の
経済性による便益が生産の非効率によって相殺されかねない。第2に，地方団
体の財政的自由度を増加させるよ 7な財源配分が必要で、あるということであ
る。特に財政力の脆弱な地域は，過剰な生産要素を別のサービスに投入しよう
としても，その転換コストを負担するだけの財源を持っていないために生産効
率を改善できないといっ，悪循環に陥っている可能性がある。
＊ 本稿は， 1993年10月に開催された日本財政学会第50回大会（於福岡大学）での報告を加筆，
修正したものである。学会報告並びに本稿の作成にあたり，能勢哲也先生（大阪国際大学），
舟場正富先生（神戸商科大学）より激励と貴重なコメントを頂いたこと，また学会での
討論者として，岸 昌三先生（追手門学院大学）より有益なコメントを頂いたことを記し
て，謝意を表したい。
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注）
1）.これまでの生産フロンティアを用いた生産効率の分析について， Lovell(1993）が包括的
なサーベイを行っている。
2）.各推定方法の比較については， Greene(1993）を参照されたい。
3）.これとは別に，ある所与の投入量のもとで生産可能な最大産出量と現実の産出量との差
によって非効率を定義することもできる。
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